自治労が2013年度地方財政計画・地方交付税等の充実にむけて要請（その２・総務省、全国町村会）

※この情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　自治労は地方財政計画・地方交付税等の充実確保などを求め、総務省自治財政局、全国町村会への要請を行った。要請の要旨は、以下の通り。

1．総務省

　2013年1月17日総務省に対し地方財政計画等に関わる要請をおこなった。自治労からは荒金副委員長、南部総合局長、中平政策局長が出席し、総務省からは佐藤自治財政局長が対応した。

　はじめに、荒金副委員長が要請書を手渡し、南部総合局長より要請の趣旨を説明し、現時点の総務省の見解を質した。　それに対し佐藤局長は次のように回答した。

（1）2013年度予算編成および地方公務員給与削減等について

現在、2013年度予算編成をおこなっており、現時点の想定では、１月29日の閣議決定をめざし調整を続けている。また、総務大臣と財務大臣の折衝のうえ、決着する地方財政対策はその2、3日前に行う見込みであり、自治体の予算編成に必要な情報を提供するうえでタイミングとしてはぎりぎり間に合う状況になるものと考えており、自治体には閣議決定前に速やかに情報提供を行っていきたいと考えている。

地財計画の収支見通しをみていくと、総務省としては、一般財源総額については、定数減や退職手当分による給与関係経費の減少、社会保障費の自然増など様々な要因を加味すると、トータルで前年度と同額程度となるものと見込でいる。その中で、人件費をどのように扱うかが課題となっている。

地方公務員給与については、1月15日の「国と地方の協議の場」において、麻生財務大臣より2013年4月から国と同様の削減措置を実施し、それを前提とした予算編成を行うよう要望があり、地方六団体からも、長期にわたる給与カットや人員削減などを進めた行革努力を無にするものであり、国から一方的な給与削減を強制すべきないと厳しい指摘を受けた。結論は、総務大臣が引き取ることになったが、真剣、深刻に検討を進めているところ。

現時点のスタンスは、自治体に実行できないことを求めるつもりはない。国家公務員の給与削減分は復興財源に充てるとしたが、地方では防災・減災対策、地域経済の活性化等の施策も考えられ、ただ、地方交付税を減らすといのではなく、どのような対応ができるのか検討を重ねていきたい。自民党の政権公約として国と地方合わせて2兆円削減を掲げており、いかに実現するかを求められ、相当な圧力がかかっていることをご理解いただきたい。

来週中にも総務大臣と財務大臣の折衝があり、給与の取り扱いを決めることになるが、その前に総務大臣と地方六団体との会合が予定され、地方六団体と側ともしっかりと議論を重ねて結論を出していきたい。

（2）東日本大震災からの復旧・復興にかかる予算確保等について

　震災に関わる財源についてはしっかりと確保し、予算がないから復旧・復興事業ができないという事があってはならないと考えている。そのためにも、総務省としては、震災復興特別交付税の拡充にむけて、全力で対応していきたい。被災地では人員の確保が大きな課題になっていることは十分承知しているが、派遣元自治体も公共事業の増加等が予定されるなかで、土木や建設関連の専門性のある職員が必要となり、これ以上の被災自治体への人員派遣は難しい状況となることも懸念している。政府全体の問題認識として、財源がないから派遣ができないということになってはならないという方針であり、復旧・復興を迅速に進めていくためにも人材確保対策をおこなっていく。また、兵庫県宝塚市から被災地に派遣された職員の方が自殺されたことは記憶に新しいが、自治労でも取り組んでいられることは承知しているが、復旧・復興に関わる職員のメンタルヘルス対策も重要となっており、それへの財源措置についてもしっかりと対応していきたいと考えている。

（3）公共事業に係る財政措置について

　公共事業の地方負担分については、過去の景気対策による債務もあり、地方が負担できる財源ができない状況は認識しており、政府内において、総務省としても2009年の補正予算を参考に交付金を創設するよう主張してきた。

その結果、公共事業に係る補正予算として、約1.4兆円の「地域の元気臨時交付金」を創設した。この交付金は、補助事業または地方単独事業ともに活用できる使い勝手のよい交付金であり、自治体の財政力を考慮しつつ、公共事業に係る地方負担が発生しないよう配慮している。また、この交付金を基金に積んで複数年に渡り執行ができるような仕組みを考えており、自治体は地域の実情に合わせた公共事業の円滑な執行ができるのではないかと考えている。今後も必要な公共事業が進められていくよう、総務省としても取り組んでいきたい。

　これに対し、荒金副委員長から「被災地では、人員不足等により復旧・復興が中々進まないとの声が噴出しており、各自治体からも人員不足のなかで派遣が行われているが、派遣された職員も事業が進まない状況に悩みを抱えている。メンタルヘルス対策は自治労も力を入れて取り組んでいるが、周囲に気軽に相談できる環境にない中で、派遣職員のメンタルヘルス対策、時間外勤務の管理などの対策が必要である。この課題は政府全体で重く受け止めてほしい。また、復興事業を派遣職員や任期付職員を採用して、なんとか行政体制をつくっているが、長期間を要する復興やノウハウの蓄積を考えると、被災自治体が安心して正規職員の採用できる財源措置が必要であり、復興を迅速に取り組めるよう政府全体として対策をお願いしたい。

　公共事業については、地方負担の軽減に配慮した交付金を創設するとの話だが、一時的な財源としては良いかもしれないが、一つの投資に対して長期にわたる維持管理コストが発生することも視野に入れるべきであり、地域にとっての事業の必要性を踏まえ、慎重に対応すべきものと考えている。

また、地方公務員給与について、麻生財務大臣は国の削減と同様にすべきと主張しているが、自治体ではそれぞれ自主的に交渉して、長年に渡って独自の給与削減、人員削減をおこなっており、国が一方的に押し付けるのは全く筋の通らない話である。この間の自治体が自主的に取り組んできた努力について、総務省として意をくんでいただきたい。政権与党の公明党山口代表も国の一方的な押しつけであってはならないとコメントしているが、今後の地方自治を考えるうえで、自治体との信頼関係を損なうことがないよう、地方公務員給与を確保した上で、地方財政計画・地方交付税の充実を進めていただくよう対応を強く要請したい。」と述べ、この日の要請を終えた。

２．全国町村会

全国町村会への要請は１月18日13時30分から実施した。自治労から南部総合政治政策局長、中平政策局長が参加し、全国町村会から小川財政部副部長、直江行政部副部長が対応した。

中平政策局長が要請書の要旨を説明し、現時点の見解を求めた。全国町村会は個別の課題について以下の通り回答した。

　地方一般財源総額の確保については、町村会としても政府に要請しており、総務省の方針としては、2012年度の水準を下回らない方針となっており、1月の概算要求でも同様の方針と聞いているが、一方で自民党の政権公約で求めている地方公務員給与削減の問題とどのように整合を付けるか非常に気に懸るところ。

　1月15日の国と地方の協議の場で、麻生財務大臣から国と同様の削減措置を求めたのに対し、国から自治体へ給与削減を強制できないかわりに、地方交付税を六千億減らすというもので、地方六団体は納得できないとして猛反発した状況となっている。国の給与削減は復興財源に充てるものだが、自治体は何のために削減するのか全く不明であること、町村においても各々が自主的に行革努力を行っており、国が一律に強制することはおかしいと強く主張した。結果、総務大臣と地方六団体の調整に委ねられることになったが、全く予断を許さない状況である。

　復興予算においては、補正予算においても最重要となっていることや政府として、本予算も１９兆円にこだわらないとの見解も示されるなど、財源面では心配していない。しかし、深刻なのは人材不足で、復興計画をつくっても遂行できる人材が不足していることが重要な問題となっている。地方三団体では、新たな取り組みとして、自治体ＯＢ人材等の情報提供など連携しながら対応しているが、引き続き取り組んでいきたい。

　補正予算に関する公共事業については、地方負担について何も手当がなければ地方は借金することになるが、当然そのような余裕はなく、政府もその点は理解しているため、総額１．４兆円の「地域の元気臨時交付金」を創設し、自治体の財政力に応じて、地方負担の軽減を図っている。町村として、条件不利地域や財政力の弱い地域に配慮することを求めてきたが、交付金の扱いもそのような主旨が反映されたものと考えている。

　自動車取得税、自動車重量税は市町村で５千億円程度占め、この財源がなくなると行財政運営は成り立たないので、代替財源がない検討は一切受け付けないこと、固定資産税、ゴルフ場利用税の堅持についても強く主張している。大変厳しい状況であるが、１月２４日の与党税調の税制改革大綱の決定まで注視していく。

　

　南部総合局長より、「被災自治体では、他自治体からの派遣職員、任期付き職員を採用しているが、長いスパンでみれば正規職員の採用が不可欠。派遣する自治体も長年の人員削減のなかで、業務をやりくりし、さらに派遣を行っている。この状態が続けば迅速な復興は思うようにいかないものと考える。地方公務員給与削減が課題となっているが、このような全国的な人員削減の状況も考慮いただき、町村会としても必要な給与・人員の確保と、そのための地方財政計画、地方交付税の充実にむけて政府に圧力をかけていただきたい」とし、要請を終えた。
